
№０１                                 ２０１９年１２月２３日現在 

 健康関連取引適正事業団 

１．関係機関の定期巡回、来団又は、参加実績 

（２０１９年 １月 ７日～ ５月１８日以前は平成３１年を参照） 

●定期巡回には、「消費者諸問題全般に対する代表者の権限委任書」の写しを持参し、提出しております。 
      ●関係機関＝ 警察本部、消費者行政担当課（都道府県）並びに、都道府県下の消費生活センター 
      ●参加実績については、健取団の取り組み自体を明示しております。 
 
  巡 回 年 月 日     関 係 機 関 先       摘    要 

   
０６．０６（木） 
 

大阪府警察本部 生活経済課 業界団体として表敬及び、定期訪問 
今後の諸対応にて好印象を頂く。詳細は別紙。

   
     ０７．１１（木） 

 
三重県 くらし・交通安全課 
（消費生活センター） 

３０年以上に渡る表敬訪問及び、定期的な 
定期巡回並びに、会員の情報提供 

   
     ０７．１１（木） 

 
三重県警察本部 生活環境課 ３０年以上に渡る表敬訪問及び、定期的な 

定期巡回 
   

     ０７．１８（木） 
 

愛知県 県民生活課 ３０年以上に渡る表敬訪問及び、定期的な 
定期巡回並びに、会員の情報提供（３社） 

   
０７．２４（水） 
 

大阪府消費生活センター ３０年以上に渡る表敬訪問及び、定期的な 
定期巡回並びに、会員の情報提供 

   
０７．２４（水） 
 

京都府消費生活安全センター ３０年以上に渡る表敬訪問及び、定期的な 
定期巡回並びに、会員の情報提供 

   
     １０．０１（火） 

 
岐阜県 県民生活課 事業者指導係 
（消費生活センター） 

３０年以上に渡る表敬訪問及び、定期的な 
定期巡回並びに、会員の情報提供 

   
     １０．１８（土） 千葉県環境生活部 くらし安全推進課 事業者調査・指導の立ち会い 

 
   
     １２． ５（木） 千葉県環境生活部 くらし安全推進課 事業者調査・指導の立ち会い 

 
   
     １２．１０（火） 
 

名古屋市消費生活センター ３０年以上に渡る表敬訪問及び、定期的な 
定期巡回並びに、会員の情報提供 

   
 
 

  

   
 
 

  

 
●定期巡回には、「消費者諸問題全般に対する代表者の権限委任書」の写しを持参し、提出しております。 

      ●関係機関＝ 警察本部、消費者行政担当課（都道府県）並びに、都道府県下の消費生活センター 



№０２    

２．今後の関係機関の定期巡回又は、参加予定 
 

●関係機関＝ 警察本部、消費者行政担当課（都道府県）、都道府県下の主な消費生活センター 
                   並びに、政令指定都市の消費生活センター 
  巡 回 年 月 日      関 係 機 関 先       摘    要 
   
２０２０．０１．１５（水） 
 

愛知県 県民生活課 ３０年以上に渡る表敬訪問及び、定期的な 
定期巡回並びに、会員の情報提供 

   
 
 

  

 

 

 

№０３ 

   ３．定期的な関係機関へのお知らせ又は、公的な通知 

（会員企業の販売市場先を管轄する関係機関へお知らせなどを送付） 
 

●関係機関＝ 警察本部、消費者行政担当課（都道府県）、都道府県下の主な消費生活センター 
                   並びに、政令指定都市の消費生活センター 
 送付年月日（予定含）      関 係 機 関 先       摘    要 
   

０５．２２～ 北海道・東北地方 
全域の主な消費者行政    ７道県 

 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
北海道・東北地方＝北海道、青森県、岩手県、 
秋田県、宮城県、山形県、福島県の７道県 

   
０５．２２～ 関東地方 

全域の主な消費者行政    ７都県 
 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
関東地方＝東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、

群馬県、栃木県、茨城県の７都県内 
   
０５．２２～ 北陸地方・甲信越地方 

全域の主な消費者行政    ６県 
会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
北陸・甲信越地方＝福井県、石川県、富山県、 
山梨県、長野県、新潟県の６県内 

   
０５．２２～ 東海地方 

全域の主な消費者行政    ４県 
 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
東海地方＝愛知県、岐阜県、三重県、静岡県の 
 ４県内 

   
０５．２９～ 関西地方（近畿地方） 

全域の主な消費者行政    ６府県 
 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
関西地方＝大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、 
和歌山県、滋賀県の６府県下の警察本部 

 送付年月日（予定含）      関 係 機 関 先       摘    要 
０５．２９～ 中国・四国地方 

全域の主な消費者行政    ８県 
 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
中国・四国地方＝広島県、岡山県、鳥取県、島根

県、香川県、徳島県、愛媛県、高知県の８県 



 

   
     ０５．２９～ 九州、沖縄地方（山口県含む）地方 

全域の主な消費者行政    ９県 
会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
九州、沖縄地方＝福岡県、佐賀県、長崎県、大分

県、熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県、山口

県の９県内 
   

０７．０３ 関西地方（近畿地方） 
全域の主な消費者行政    ６府県 

【 新規加入３社（全７社）お知らせ 】 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
関西地方＝大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、 
和歌山県、滋賀県の６府県下の警察本部 

   
０７．１７～ 東海地方 

全域の主な消費者行政    ４県 
【 新規加入１社（全７社）お知らせ 】 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
東海地方＝愛知県、岐阜県、三重県、静岡県の 
 ４県内 

   
０７．２０～ 関東地方 

全域の主な関係機関     ７都県 
 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
関東地方＝東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、

群馬県、栃木県、茨城県の７都県 
 

 

●関係機関＝ 警察本部、消費者行政担当課（都道府県）、都道府県下の主な消費生活センター 
                   並びに、政令指定都市の消費生活センター 
 送付年月日（予定含）      関 係 機 関 先       摘    要 
   

０８．０１～ 北海道・東北地方 
全域の主な消費者行政    ７道県 

 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
北海道・東北地方＝北海道、青森県、岩手県、秋

田県、宮城県、山形県、福島県の７道県 
   
０８．０１～ 北陸地方・甲信越地方 

全域の主な消費者行政    ６県 
会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
北陸・甲信越地方＝福井県、石川県、富山県、 
山梨県、長野県、新潟県の６県内 

   
０８．０１～ 中国・四国地方 

全域の主な消費者行政    ８県 
 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
中国・四国地方＝広島県、岡山県、鳥取県、島根

県、香川県、徳島県、愛媛県、高知県の８県 
   

１０．０１～ 東海地方 
東海地方内の警察本部 ４県（内、２県）

（生活経済課又は、生活環境課） 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
東海地方の警察本部 
（三重県警は定期巡回） 

   
１０．０１～ 関西地方（近畿地方） 

全域の警察本部    ６府県 
（生活経済課又は、生活環境課） 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
関西地方＝大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、 

和歌山県、滋賀県 
   

１０．０１～ 関東地方 
全域の警視庁又は、警察本部  ７都県 
（生活経済課又は、生活環境課） 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
関東地方＝東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、

群馬県、栃木県、茨城県の７都県 
 

 

 

 

 



 

●関係機関＝ 警察本部、消費者行政担当課（都道府県）、都道府県下の主な消費生活センター 
                   並びに、政令指定都市の消費生活センター 
 送付年月日（予定含）      関 係 機 関 先       摘    要 
   

１０．２５～ 北海道・東北地方 
全域の警察本部   ７道県 
（生活経済課又は、生活環境課） 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
北海道・東北地方＝北海道、青森県、岩手県、 

秋田県、宮城県、山形県、 
福島県 

   
１０．２５～ 北陸・甲信越地方 

全域の警察本部    ６県 
（生活経済課又は、生活環境課） 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
北陸・甲信越地方＝福井県、石川県、富山県、 

山梨県、長野県、新潟県 
   

１１．１５～ 中国・四国地方 
全域の警察本部 ８県 
（生活環境課） 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
中国・四国地方＝広島県、岡山県、鳥取県、 

島根県、香川県、徳島県、 
愛媛県、高知県 

   
１１．１５～ 九州、沖縄地方（山口県含む） 

全域の警察本部 ９県 
（生活環境課又は、生活保安課） 

会員企業の販売市場先（定期訪問案内除く） 
九州、沖縄地方＝福岡県、佐賀県、長崎県、 

大分県、熊本県、宮崎県、 
鹿児島県、沖縄県、山口県 

   
１２．１５～ 北陸・甲信越地方 

全域の主な消費者行政 ８県 
 

北陸・甲信越地方＝福井県、石川県、富山県、 
山梨県、長野県、新潟県 

（２０１９年１２月１日現在、新規加入含む） 
   

 地方 
全域の主な消費者行政  県 

 

 

   
 地方 

全域の主な消費者行政  県 
 

 

   
 地方 

全域の主な消費者行政  県 
 

 

   
 地方 

全域の主な消費者行政  県 
 

 

 

 


